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(57)【要約】
方法および装置は、外部デバイスの位置決め固定値を自
動的にトリガする。本発明の１つの実施形態では、移動
局が外部デバイスに電気的に接続されていると判定され
、かつ、外部デバイス内の位置決め機能がアクティブで
あると判定されると、移動局が、外部デバイス内の位置
決め機能のための位置決めデータを生成する。移動局が
外部デバイスから電気的に切断されていると判定される
か、または、外部デバイス内の位置決め機能がアクティ
ブではないと判定されると、移動局は、外部デバイス内
の位置決め機能のための位置決めデータを生成しない。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移動局によって適用される方法であって、
　前記移動局によって、前記移動局がデバイスと電気的に接続されているか、前記デバイ
スから電気的に切断されているかを判定することと、
　前記移動局が前記デバイスに電気的に接続されていると判定されると、前記移動局によ
って、前記デバイス内の位置決め機能がアクティブであるかを判定することであって、こ
こで、前記デバイス内の位置決め機能は、前記移動局から位置決めデータを受信すると、
位置決め演算を実行することと、
　前記移動局が前記デバイスに電気的に接続されていると判定され、かつ、前記デバイス
内の位置決め機能がアクティブであると判定されると、前記移動局によって、前記デバイ
ス内の位置決め機能のための位置決めデータを生成することと、
　前記移動局が前記デバイスから電気的に切断されていると判定されるか、または、前記
デバイス内の位置決め機能がアクティブではないと判定されると、前記移動局によって、
前記デバイス内の位置決め機能のための位置決めデータを生成しないことと
を備える方法。
【請求項２】
　前記デバイスに電気的に接続されるように適応された位置決めプロセッサ・ポートを前
記移動局によってモニタすることを更に備え、
　前記移動局が前記デバイスに電気的に接続されていることを前記移動局が判定すること
は、前記モニタすることに応答してなされる請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記位置決めデータは更に、全米船舶用電子機器協会（ＮＭＥＡ：National Marine El
ectronics Association）プロトコルを備える請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記移動局が前記デバイスに電気的に接続されていると判定されると、前記デバイス内
の位置決め機能の動作を前記移動局によってモニタすることを更に備え、
　前記デバイス内の位置決め機能がアクティブであるかを前記移動局が判定することは、
前記モニタすることに応答してなされる請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記移動局が前記デバイスに電気的に接続されていると判定されると、前記デバイス内
の位置決め機能のための予備的位置決めデータを前記移動局によって生成することを更に
備える請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記予備的位置決めデータは更に、前記位置決めデータのフォームおよびコンテンツの
うちの少なくとも１つを備える請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記移動局は、有線接続または無線接続を用いて前記デバイスに電気的に接続される請
求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記デバイス内の位置決め機能は、実行可能なアプリケーションおよびハードウェアの
うちの少なくとも１つで具体化される請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記デバイスが前記移動局に電気的に接続されている場合、または、前記デバイスが前
記移動局から電気的に切断されている場合、前記デバイスは前記移動局の外部に配置され
、前記移動局と分離している請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記デバイスは、前記移動局へ電気的に接続されている場合、前記移動局の内部に配置
され、前記移動局と統合されており、
　前記デバイスは、前記移動局から電気的に切断されている場合、前記移動局の外部に配
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置され、前記移動局と分離している請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　前記デバイス内の位置決め機能は、前記位置決め機能が、前記移動局内のプロセッサ・
ポートを開いている場合にアクティブである請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　移動局によって適用される方法であって、
　外部デバイスへ電気的に接続されるように適応された位置決めプロセッサ・ポートをモ
ニタすることと、
　前記位置決めプロセッサ・ポートをモニタすることに応じて、前記位置決めプロセッサ
・ポートが、前記外部デバイスへ電気的に接続されているかを判定することと、
　前記位置決めプロセッサ・ポートが前記外部デバイスへ電気的に接続されているのであ
れば、前記外部デバイス内の機能のための予備的位置決めデータを生成することと、
　前記予備的位置決めデータが生成されると、前記位置決めプロセッサ・ポートにおいて
前記外部デバイス内の機能の動作をモニタすることと、
　前記外部デバイス内の機能の動作をモニタすることに応じて、前記位置決めプロセッサ
・ポートにおいて前記外部デバイス内の機能がアクティブであるかを判定することと、
　前記外部デバイス内の機能が、前記位置決めプロセッサ・ポートにおいてアクティブで
あると判定されると、前記外部デバイス内の機能のための位置決めデータを生成すること
と、
　前記位置決めプロセッサ・ポートが前記外部デバイスへ電気的に接続されていないと判
定されるか、または、前記外部デバイス内の機能が、前記位置決めプロセッサ・ポートに
おいてアクティブではないと判定されると、前記外部デバイス内の機能のための位置決め
データを生成しないことと
を備える方法。
【請求項１３】
　移動局であって、
　位置決めデータを提供するように適応され、かつ、外部デバイスへ電気的に接続される
ように適応された位置決めプロセッサ・ポートを有するプロセッサを備え、
　前記プロセッサは、
　　外部デバイスへ電気的に接続されるように適応された位置決めプロセッサ・ポートを
モニタし、
　　前記位置決めプロセッサ・ポートをモニタすることに応じて、前記位置決めプロセッ
サ・ポートが、前記外部デバイスへ電気的に接続されているかを判定し、
　　前記位置決めプロセッサ・ポートが前記外部デバイスへ電気的に接続されている場合
、前記外部デバイス内の機能のための予備的位置決めデータを生成し、
　　前記予備的位置決めデータが生成されると、前記位置決めプロセッサ・ポートにおい
て前記外部デバイス内の機能の動作をモニタし、
　　前記外部デバイス内の機能の動作をモニタすることに応じて、前記位置決めプロセッ
サ・ポートにおいて前記外部デバイス内の機能がアクティブであるかを判定し、
　　前記外部デバイス内の機能が、前記位置決めプロセッサ・ポートにおいてアクティブ
であると判定されると、前記外部デバイス内の機能のための位置決めデータを生成し、
　　前記位置決めプロセッサ・ポートが前記外部デバイスへ電気的に接続されていないと
判定されるか、または、前記外部デバイス内の機能が、前記位置決めプロセッサ・ポート
においてアクティブではないと判定されると、前記外部デバイス内の機能のための位置決
めデータを生成しないように適応された移動局。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に、通信システムに関し、更に詳しくは、移動局へ電気的に接続され移
動局から電気的に切断されるように適応される外部デバイスにおける位置決め機能のため



(4) JP 2009-513069 A 2009.3.26

10

20

30

40

50

の位置決めデータの生成を自動的に開始および／または停止する方法および装置に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　スタンド・アローンで、独立し、かつポータブルな衛星利用測位（ＧＰＳ）受信デバイ
スがオンされ動作可能な場合には、位置決めデータを生成する。
【０００３】
　例えばセルラ電話のような移動局は、移動局がオンされ動作可能な場合には、単独で、
統合式ＧＰＳ受信機を用いて、および／または通信システム（例えば、セルラ電話システ
ム）と結合されてかの何れかによって、位置決めデータを生成することができる。
【０００４】
　幾つかの外部デバイスは、位置決めデータを使用するか必要とする位置決め機能を持つ
が、例えばＧＰＳ受信器のような統合式位置決めデバイスを持っていない。そのような外
部デバイスは、スタンド・アローンの、独立した、ポータブルなＧＰＳ受信デバイスに接
続されており、ＧＰＳ受信デバイスがオンされ動作可能な場合には、位置決めデータを受
信する。ＧＰＳ受信デバイスの主要機能は、主に、位置決めデータを決定し生成すること
であるので、ＧＰＳ受信デバイスは、外部デバイスが位置決めデータを必要または要求す
る場合にオンされ、外部デバイスが位置決めデータを必要または要求しない場合にオフさ
れる。ＧＰＳ受信デバイスを（例えば手動で）オンおよびオフすることは、例えばポータ
ブル電源、処理、メモリ、ネットワーク利用度のようなリソースを節約する。
【０００５】
　移動局の内部、移動局に統合された、および移動局内に組み込まれた幾つかの位置決め
デバイスまたは機能は、例えばアプリケーション・プログラム・インタフェース（ＡＰＩ
）を経由して内部的に生成されたトリガまたは要求に応答して、移動局から位置決めデー
タを受信する。そのようなトリガは、例えばポータブル電源、処理、メモリ、ネットワー
ク利用度のような移動局との間のリソースを節約する。そのようなトリガは現実的であり
、移動局において実施することは妥当である。なぜなら、内部位置決めデバイスと移動局
とは共に動作するように設計されており、同時に設計されているからである。
【０００６】
　位置決めデバイスまたは機能を有する外部デバイスを、位置決めデータを生成する能力
を有する移動局へ接続することは、好ましくないエンジニアリング・トレードオフを表わ
す。外部デバイスが移動局に接続された場合、移動局は、いつ位置決めデータの生成の開
始および／または停止をするのか分からない。例えば、移動局がオンされ、外部デバイス
内の位置決めデバイスまたは機能のための位置決めデータを生成するように動作可能な場
合、そのような位置決めデバイスまたは機能が、位置決めデータを直ちにまたは規則的に
必要または要求しないのであれば、貴重なリソースが不必要に消費される。更に、移動局
のリソースを不必要に消費することは、同じリソースに依存する移動局内のその他の機能
について不利益な影響を持つ。例えば、外部デバイスによって使用されない位置決めデー
タを不必要に生成することは、移動局のバッテリを消耗させ、移動局の通話時間または待
機時間を短縮させる。
【０００７】
　あるいは、移動局リソースを節約するために、上述したスタンド・アローン、独立、ポ
ータブルＧＰＳ受信デバイスのような移動局がオンまたはオフされた場合、移動局のその
他の好適な機能は、移動局がオフされた場合に使用されることはできない。例えば、移動
局がオフされた場合、移動局は、到来する呼出を待つ待機モードにとどまることができな
い。
【０００８】
　従って、移動局へ電気的に接続され移動局から電気的に切断されるように適応される外
部デバイスにおける位置決め機能のための位置決めデータの生成を自動的に開始および／
または停止する方法および装置に対するニーズが存在する。
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【特許文献１】米国特許５，９４５，９４４号
【特許文献２】米国特許５，８７４，９１４号
【特許文献３】米国特許６，２０８，２９０号
【特許文献４】米国特許５，８１２，０８７号
【特許文献５】米国特許５，８４１，３９６号
【特許文献６】米国特許５，９９９，１２４号
【特許文献７】米国特許６．０６１，０１８号
【特許文献８】米国特許６，２１５，４４２号
【発明の開示】
【０００９】
　本願は、２００５年１０月２０日にＳａｎｊｅｅｖ　Ｋｈｕｓｈｕらによって出願され
た米国仮出願６０／７２９，３００号の優先権を主張する。
【発明の概要】
【００１０】
　本発明は、方法および／または、この方法を実行する装置を含む。この装置は、この方
法を実行するデータ処理システムと、データ処理システムによって実行された場合、この
方法をデータ処理システムに実行させる実行可能アプリケーションを格納したコンピュー
タ読取可能媒体とを含む。
【００１１】
　本発明の１つの局面によれば、方法および装置は、移動局へ電気的に接続され電気的に
切断されるように適応される外部デバイスにおける位置決め機能のための位置決めデータ
の生成を自動的に開始および／または停止する。
【００１２】
　本発明の別の局面によれば、移動局によって適用されるこの方法および装置は、移動局
が電気的に外部デバイスに接続されているか、外部デバイスから切断されているかを判定
する。この方法および装置は、移動局が外部デバイスに電気的に接続されていると判定さ
れると、外部デバイス内の位置決め機能がアクティブであるかを更に判定する。外部デバ
イスにおけるこの位置決め機能は、移動局から位置決めデータを受信すると、位置決め演
算を実行する。この方法および装置は、移動局が、外部デバイスに電気的に接続されてい
ることが判定され、かつ、外部デバイスにおける位置決め機能がアクティブであると判定
されると、外部デバイス内の位置決め機能のための位置決めデータを生成する。この方法
および装置は、移動局が外部デバイスから電気的に切断されていると判定されるか、また
は、外部デバイスにおける位置決め機能がアクティブではないと判定されると、外部デバ
イスにおける位置決め機能のための位置決めデータを生成しない。
【００１３】
　本発明のこれら局面およびその他の局面は、添付図面、および以下の詳細な説明から明
白になる。
【詳細な説明】
【００１４】
　本発明の局面は、例として示されており、同じ参照番号が対応する要素を指定している
添付図面における図に限定されない。
【００１５】
　以下の説明および図面は、本発明の例示であり、本発明を限定するものとして解釈され
るべきではない。多くの具体的な詳細が、本発明の完全な理解を提供するために説明され
る。しかしながら、ある事例では、本発明の詳細を不明瞭にしないために、周知または従
来の詳細は記載されない。本開示における実施形態またはある実施形態への参照は、同じ
実施形態に対しては必ずしも必要ではなく、そのような参照は１または複数の実施形態を
含んでいる。
【００１６】
　　（通信システム１０）
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　図１は、移動局２３およびデバイス２５を含む通信システム１０（「システム」）のブ
ロック図表示を例示する。このシステム１０は、全地球測位（ＧＰＳ）システム１１、セ
ルラ・システム１２、および地上電話システム１３を含んでいる。ＧＰＳシステム１１は
、多数のＧＰＳ衛星１４－１７を含んでいる。セルラ・システム１２は、多数のセルラ基
地局１８－２０、セル交換局２１、およびロケーション・サーバを含んでいる。ロケーシ
ョン・サーバは、位置決めエンティティ（ＰＤＥ）２２とも呼ばれる。セルラ移動局２３
（「移動局」）は、ＧＰＳ　１１と通信するＧＰＳ受信機２４を含み、セルラ・システム
１２と通信するセルラ・トランシーバ３２（図２に示す）を含む。デバイス２５は、位置
決め機能２６を有しており、移動局２３と通信する。
【００１７】
　通信システム１０は、移動局２３のために無線通信を提供し、セルラ通信システム、固
定式無線通信システム、ＰＣＳ通信システム、または衛星通信システムに限定されない。
通信システム１０は、例えば、ＣＤＭＡ、ＴＤＭＡ、ＦＤＭＡ、あるいはＧＳＭのような
任意の規格またはプロトコル、または組み合わせに従って、多数のアクセス通信を提供す
る。
【００１８】
　　（ＧＰＳシステム１１）
　ＧＰＳシステム１１は、例えばＧＰＳ衛星１４－１７のように、各々が地球表面上の正
確な軌道を移動する衛星の集合である。衛星はそれぞれ、衛星に特有の疑似雑音（ＰＮ）
コードで変調された信号を送信する。ＰＮコードはそれぞれ、予め定めた数のチップを備
える。例えば、ＰＮコードは、ミリ秒毎に繰り返される１，０２３チップからなるシーケ
ンスである。例えばＧＰＳ受信機２４のようなＧＰＳ受信機は、ＧＰＳ受信機に見える衛
星の各々から、信号の混じりあった合成信号を受信する。受信機内の信号検出器は、特定
の衛星のＰＮコードのシフト・バージョンと受信信号との間の相関の程度を判定すること
によって、その衛星からの送信を検出する。シフト・オフセットのうちの１つに関する相
関値における十分な品質のピークが検出されると、ＧＰＳ受信機は、その衛星からの送信
を検出したものと考えられる。
【００１９】
　無線セルラ・ネットワーク（例えば、セルラシステム１２）における移動局２３の位置
決めを行うために、幾つかのアプローチが、例えば、範囲、擬似範囲、往復遅延、および
、別の基準点（例えば、ＧＰＳ衛星、擬似衛星、基地局、地表）に関連付けられたその他
のもののような多くの別の測定値を幾何学的に用いて、位置計算を実行する。
【００２０】
　アドバンスト順方向リンク三辺測量術（ＡＦＬＴ：Advanced Forward Link Trilaterat
ion）またはエンハンスト・オブザーブド時差（ＥＯＴＤ：Enhanced Observed Time Diff
erence）と呼ばれる１つのアプローチは、移動局２３において、幾つかの基地局のそれぞ
れから送信された信号（例えば、基地局１８、１９および２０からの送信）の到着時間を
測定する。これらの時間は、位置決めエンティティ（ＰＤＥ）（例えばロケーション・サ
ーバ）に送信され、そこでは、これらの受信の時間を用いて、移動局２３の位置が計算さ
れる。基地局における送信時間は、特定の時間インスタンスにおいて、多数の基地局１８
－２０に関連付けられた日時が、指定された誤差範囲内になるように調整される。基地局
１８－２０の正確な位置および受信時間は、移動局２３の位置を決定するために用いられ
る。
【００２１】
　ＡＦＬＴシステムでは、基地局１８－２０からの信号の受信時間が、移動局２３におい
て測定される。その後、この時間測定データが、移動局２３の位置を計算するために使用
されうる。移動局２３によってそのように取得されたこの時間測定データが、通信リンク
を経由してロケーション・サーバ２２へ送信される場合、そのような計算は、移動局２３
またはロケーション・サーバ２２において行うことができる。一般に、受信時間は、セル
ラ基地局１８－２０のうちの１つを通ってロケーション・サーバ２２に伝えられる。ロケ



(7) JP 2009-513069 A 2009.3.26

10

20

30

40

50

ーション・サーバ２２は、基地局からモバイル交換センタ２１を経由してデータを受信す
るためにモバイル交換センタ２１に連結される。ロケーション・サーバ２２は、基地局暦
（ＢＳＡ：base station almanac）サーバを含むことができる。これは、基地局の位置お
よび／または基地局のカバレッジ・エリアを提供する。あるいは、ロケーション・サーバ
２２およびＢＳＡサーバは、互いに離れていることができ、ロケーション・サーバ２２は
、位置決めのための基地局暦を取得するために、基地局と通信する。モバイル交換センタ
２１は、移動局２３からその他の電話（例えば、ＰＳＴＳ上の地上電話またはその他のモ
バイル電話）へと信号を伝送することができるように、地上公衆電話交換システム（ＰＳ
ＴＳ）１３への信号（例えば、音声、データ、および／またはビデオ通信）、および地上
公衆電話交換システム（ＰＳＴＳ）１３からの信号を提供する。ある場合には、ロケーシ
ョン・サーバ２２は、セルラ・リンクを経由してもモバイル交換センタと通信することが
できる。ロケーション・サーバ２２は更に、基地局１８－２０のうちの幾つかからのエミ
ッションの相対的なタイミングを決定するために、基地局１８－２０のうちの幾つかから
のエミッションをモニタすることもできる。
【００２２】
　到着時間差（ＴＤＯＡ：Time Difference of Arrival）とも呼ばれる別のアプローチで
は、移動局２３からの信号の受信時間が、幾つかの基地局１８－２０において測定される
。そして、この時間測定データは、移動局２３の位置を決定するためにロケーション・サ
ーバ２２へ通信されうる。
【００２３】
　位置決めを行う第３のアプローチは、アメリカ合衆国の全地球測位（ＧＰＳ）システム
や、例えば、ロシアのＧＬＯＮＡＳＳシステム、または提案されたヨーロッパのガリレオ
・システムのようなその他の衛星測位システム（ＳＰＳ）用の受信機の移動局２３におけ
る使用を含む。ＧＬＯＮＡＳＳシステムは主に、異なる衛星からのエミッションが、異な
る準ランダム・コードを用いるのではなく、僅かに異なるキャリア周波数を用いることに
よって区別されるという点においてＧＰＳシステムとは異なる。この状況では、前述した
全ての回路類およびアルゴリズムが実質的に適用可能である。本明細書で使用される用語
「ＧＰＳ」は、ロシアのＧＬＯＮＡＳＳシステムおよび提案されたヨーロッパのガリレオ
・システムを含むそのような代替衛星測位システムを含む。
【００２４】
　第３のアプローチでは、ＧＰＳ受信機２４が、少なくとも４つの衛星からの送信の検出
することにより、その位置を推定する。各検出された送信に関し、受信機は、送信時間と
到着時間との間の遅延（チップまたはチップの一部に関する）を推定するために、ＰＮコ
ード内のシフトを用いる。送信速度が既知であると仮定すると、ＧＰＳ受信機は、それ自
身と衛星との間の距離を推定する。この推定された距離は、衛星のまわりの球体を定義す
る。ＧＰＳ受信機２４は、衛星の各々の正確な軌道および位置を知っており、これらの軌
道と位置の最新値を連続的に受信する。この情報から、ＧＰＳ受信機２４は、４つの衛星
に関する球体が交差する点から、その位置（または現在時刻）を決定することができる。
【００２５】
　本発明の方法および装置がＧＰＳ衛星に関して記述されたが、この記述は、擬似衛星、
または、衛星と擬似衛星との組み合わせを用いる位置決めシステムにも等しく適用可能で
あることが理解されるだろう。擬似衛星は、地上ベースの送信機であり、一般にＧＰＳ時
間と同期され、Ｌ帯域キャリア信号で変調された（ＧＰＳ信号に類似した）ＰＮコードを
ブロードキャストする。送信機はそれぞれ、遠隔受信機による識別を可能にするために、
ユニークなＰＮコードが割り当てられる。疑似衛星は、周回軌道衛星からのＧＰＳ信号が
、例えばトンネル、鉱山、ビルディング、あるいは他の囲まれた領域のように利用不可能
でありうる状況において有用である。本明細書で使用されている用語「衛星」は、擬似衛
星または擬似衛星の均等物を含むことが意図されており、本明細書で使用されている用語
「ＧＰＳ信号」は、擬似衛星または擬似衛星の均等物からのＧＰＳ相当信号を含むことが
意図されている。
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【００２６】
　ＳＰＳ信号用の受信機を用いる方法は、完全に自律的になることができるか、または、
支援データを提供するために、または、位置決め計算を共有するために、セルラ・ネット
ワークを利用することができる。これらの様々な方法も略して「ＧＰＳ」と呼ばれる。そ
のような方法の例は、米国特許５，９４５，９４４号、米国特許５，８７４，９１４号、
米国特許６，２０８，２９０号、米国特許５，８１２，０８７号、および米国特許５，８
４１，３９６号に記載されている。
【００２７】
　例えば、米国特許５，９４５，９４４号は、受信機の位置を決定するためにＧＰＳ信号
とともに使用される正確な時間情報を、セルラ電話送信信号から得る方法を記載している
。米国特許５，８７４，９１４号は、受信機の位置決めを行うために、見える衛星のドッ
プラ周波数シフトを、通信リンクを介して受信機へ送信する方法を記載している。米国特
許５，８７４，９１４号は更に、受信機がその位置決めを行うのを支援するために、衛星
暦データ（または天体暦データ）を、通信リンクを介して受信機へ送信する方法を記載し
ている。米国特許５，８７４，９１４号は更に、ＧＰＳ信号獲得のため受信機における基
準信号を提供するために、セルラ電話システムの正確なキャリア周波数信号にロックする
方法を記載している。米国特許６，２０８，２９０号は、ＳＰＳ信号処理時間を低減する
近似ドップラを決定するために、受信機の近似位置を用いる方法を記載している。米国特
許５，８１２，０８７号は、受信機の位置決めを行うために、受信機において受信された
レコードのうちの１つが受信された時間を決定するために、異なるエンティティにおいて
受信された衛星データ・メッセージの異なるレコードを比較する方法を記載している。
【００２８】
　現実的な低コストの実現では、移動局２３のＧＰＳ受信機とセルラ通信受信機３２（図
２に示す）との両方が、同じエンクロージャに統合され、実際には、例えば受信回路およ
び／またはアンテナのような共通の電子回路を共有することができる。
【００２９】
　上記方法の別の変形例では、基地局１８、１９または２０から移動局２３へ送られ、そ
の後、対応する基地局１８，１９または２０へ戻される信号の往復遅延（ＲＴＤ）が知ら
れる。類似の代替方法では、移動局２３から基地局へ送られ、その後、移動局２３へと返
される信号の往復遅延が知られる。片道の時間遅延の推定値を決定するために、各往復遅
延が２で除される。基地局の位置に加え、片道の遅延を知ることによって、移動局２３の
位置を、地球上の円に限定する。別の基地局からのそのような２つの測定値は、２つの円
の交点となり、地球上の２点に位置を限定する。（到来角またはセル・セクタでさえある
）第３の測定値は、あいまい性を解決する。
【００３０】
　ＡＦＬＴまたはＴＤＯＡの何れか一方をＧＰＳシステムと組み合わせたものは、「ハイ
ブリッド」システムと呼ばれる。例えば、米国特許５，９９９，１２４号は、ハイブリッ
ド・システムについて記載している。ここでは、セル・ベースのトランシーバの位置は、
少なくとも、ｉ）セル・ベースの通信信号のメッセージの、セル・ベースのトランシーバ
と通信システムとの間の移動時間を表わす時間測定値と、ｉｉ）ＳＰＳ信号の移動時間を
表わす時間測定値との組み合わせから決定される。
【００３１】
　モバイル・デバイスの位置決めを行う様々な方法において、高度支援（altitude aidin
g）が使用されている。高度支援は、一般に、高度の擬似測定に基づく。移動局２３の位
置の高度を知ることによって、移動局２３の可能な位置を、地球の中心にその中心を有す
る球体（または楕円体）の表面に限定する。この知見は、移動局２３の位置決めのために
必要な独立した測定数を減らすために使用することができる。例えば、米国特許６．０６
１，０１８号は、推定された高度が、移動局２３と通信するセル・サイト送信機を有する
セル・サイトでありうるセル・オブジェクトの情報から決定される方法を記載している。
【００３２】
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　測定値の最小のセットが利用可能な場合、ナビゲーション方程式に対するユニークな解
は、移動局２３の位置のために決定される。１つより多い追加の測定値を利用できる場合
、（例えば、ナビゲーション方程式の剰余ベクトル（residual vector）を最小にする最
小自乗解法手順によって、）利用可能な全ての測定値にベスト・フィットする「最良」解
が得られる。余分な測定値が存在する場合、剰余ベクトルは一般に非ゼロであるので、測
定値における誤差または雑音によって、全ての測定値が互いに整合しているかを判定する
ために、完全性監視（integrity-monitoring）アルゴリズムを使用することができる。
【００３３】
　例えば、従来の受信機自律完全性監視モニタリング（ＲＡＩＭ）アルゴリズムは、余分
な測定値のセットにおいて整合性問題が存在するかを検知するために使用することができ
る。例えば、１つのＲＡＩＭアルゴリズムは、ナビゲーション方程式の剰余ベクトルの大
きさが、しきい値を下回るかを判定することができる。剰余ベクトルの大きさがしきい値
よりも小さい場合、これら測定値は整合していると考えられる。剰余ベクトルの大きさが
しきい値よりも大きい場合、完全性問題（integrity problem）があり、この場合、最も
不整合をもたらすと思われる余分な測定値のうちの１つが除去され、改善された解が得ら
れる。
【００３４】
　　（セルラ・システム１２）
　従来技術で周知なように、多数のセルラ基地局１８－２０は、一般に、無線カバレッジ
を用いて地理的領域をカバーするように配置されている。そして、これら異なる基地局１
８－２０は、少なくとも１つのセルラ交換センタ２１に接続されている。したがって、多
数の基地局１８－２０が地理的に分散されるだろうが、セルラ交換局２１によって接続さ
れている。セルラ・システム１２は、差分ＧＳＰ情報を提供する基準ＧＰＳ受信機のネッ
トワークに接続されることができ、移動局の位置を計算する際に使用するＧＰＳ天体暦デ
ータを提供することができる。セルラ・システム１２は、モデムまたはその他の通信イン
タフェースを介して、他のコンピュータまたはネットワーク要素、および／または、例え
ば公衆安全応答ポイントのように、９１１電話呼出に応答する緊急オペレータによって操
作されるコンピュータ・システムへ接続される。ＩＳ－９５準拠ＣＤＭＡシステムでは、
各基地局またはセクタ１８－２０が、パイロット信号を送信する。これは、反復する準ラ
ンダムな雑音（ＰＮ）コードを用いて変調され、基地局をユニークに識別する。例えば、
ＩＳ－９５準拠ＣＤＭＡシステムでは、ＰＮコードは、３２，７６８チップからなるシー
ケンスであり、２６．６７ミリ秒毎に繰り返される。
【００３５】
　ロケーション・サーバ２２は、一般に、例えばモデムまたはネットワーク・インタフェ
ースのような通信デバイスを含んでいる。ロケーション・サーバ２２は、通信デバイス（
例えば、モデムあるいは他のネットワーク・インタフェース）を介して、多くの異なるネ
ットワークに接続されうる。そのようなネットワークは、セルラ交換センタ２１または多
数のセルラ交換センタ、地上ベースの電話システム・スイッチ、セルラ基地局１８－２０
、その他のＧＰＳ信号受信機、あるいはその他のプロセッサまたはロケーション・サーバ
を含んでいる。ロケーション・サーバ２２を使用する方法の様々な例は、米国特許５，８
４１，３９６号、５，８７４，９１４号、５，８１２，０８７号および６，２１５，４４
２号を含む多くの米国特許に記載されている。
【００３６】
　データ処理システムの形態をなすロケーション・サーバ２２は、マイクロプロセッサ、
ＲＯＭ、揮発性ＲＡＭ、および不揮発性メモリ（それぞれ図示せず）に接続されたバスを
含む。プロセッサは、キャッシュ・メモリ（図示せず）に接続されている。バスは、これ
ら様々な構成要素をともに相互接続する。ロケーション・サーバ２２は、例えばネットワ
ーク記憶装置のように、セルラ・システム２２から離れた不揮発性メモリを利用すること
ができる。これは、例えばモデムまたはイーサネット（登録商標）インタフェースのよう
なネットワーク・インタフェースを介してデータ処理システムに接続されている。バスは
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、当該技術分野において良く知られているような様々なブリッジ、コントローラ、および
／またはアダプタを介して互いに接続された１または複数のバスを含むことができる。多
くの状況において、ロケーション・サーバ２２は、人間の支援なくその動作を自動的に行
なうことができる。人間のインタラクションが必要とされる幾つかの設計では、Ｉ／Ｏコ
ントローラ（図示せず）が、ディスプレイ、キーボード、およびその他のＩ／Ｏデバイス
と通信することができる。ネットワーク・コンピュータ、および、より少ない構成要素ま
たはより多くの構成要素を有するデータ処理システムも、本発明とともに使用され、ロケ
ーション・サーバまたはＰＤＥとして動作することができることが理解されるだろう。
【００３７】
　　（移動局２３およびデバイス２５）
　図２は、図１に示されるような移動局２３およびデバイス２５を示すより詳細なブロッ
ク図を示す。
【００３８】
　移動局２３は、ＧＰＳアンテナ３０、ＧＰＳ受信機２４、セルラ・アンテナ３１、セル
ラ・トランシーバ３２、プロセッサ３３、ユーザ・インタフェース３４、ポータブル電源
３５、およびメモリ・デバイス３６を含んでいる。更にプロセッサ３３は、プロセッサ・
ポート３７およびその他のモバイル機能３８を含んでいる。メモリ・デバイス３６は更に
、方法３９を含んでいる。
【００３９】
　移動局２３では、ＧＰＳアンテナ３０およびＧＰＳ受信機は、ＧＰＳ信号を受信および
処理するために必要な機能を実行する、例えば取得および追跡回路（図示せず）のような
回路を含んでいる。ＧＰＳ信号（例えば、１または複数の衛星１４－１７から送信された
信号）は、ＧＰＳアンテナ３０を介して受信され、取得および追跡回路へ入力される。こ
の回路は、受信された様々な衛星１４－１７のＰＮ（準ランダム雑音）コードを取得する
。回路（例えば、相関インジケータ（図示せず））によって生成されたデータは、単独で
、あるいはセルラ・システム１２によって処理されたか、または、セルラ・システム１２
からの受信されたその他のデータと組み合わされてプロセッサ３３によって処理され、位
置決めデータ４３（例えば、緯度、経度、時間、衛星等）が生成される。
【００４０】
　セルラ・アンテナ３１およびセルラ・トランシーバ３２は、通信リンクによって送受信
された通信信号の処理に必要な機能を行なうための回路を含んでいる。通信リンクは、一
般に、例えば、通信アンテナ（図示せず）を有する１または複数の基地局１８－２０のよ
うな別の構成要素への無線周波数通信リンクである。
【００４１】
　セルラ・トランシーバ３２は、送信／受信スイッチ（図示せず）を含んでいる。それは
、通信アンテナ３１およびトランシーバ３２との間に通信信号（例えば、無線周波数信号
）を送る。幾つかの移動局では、Ｔ／Ｒスイッチの代わりに帯域分割フィルタまたは「デ
ュプレクサ」が使用される。受信された通信信号は、トランシーバ３２内の通信受信機へ
入力され、処理のためにプロセッサ３３に渡される。プロセッサ３３から送信された通信
信号は、それぞれトランシーバ内にある変調器および周波数変換器（図示せず）に送られ
る。トランシーバ３２内の電力増幅器（図示せず）は、１または複数の基地局１８－２０
への送信のために、信号の利得を適切なレベルに増加させる。
【００４２】
　移動局２３の１つの実施形態では、ＧＰＳ受信機２４内の取得および追跡回路によって
生成されたデータが、通信リンク（例えば、セルラ・チャネル）を介して１または複数の
基地局１８－２０へ送信される。そして、ロケーション・サーバ２２は、ＧＰＳ受信機２
４からのデータに基づく移動局２３の位置と、データが測定された時間と、基地局自身の
ＧＰＳ受信機あるいはそのようなデータのその他のソースから受け取った天体暦データと
を決定する。そして、位置決めデータは、移動局２３またはその他の遠隔位置へ送信され
ることができる。通信リンクを利用するポータブル受信機に関する更なる詳細は、譲渡さ
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れた米国特許５，８７４，９１４号に記述されている。
【００４３】
　ユーザ・インタフェース３４は更に、データ入力デバイスおよびデータ出力デバイス（
ともに図示せず）を提供する。
【００４４】
　データ入力デバイスは、一般に、ユーザからマニュアルで、あるいは他の電子デバイス
から自動的に入力データを受け取ると、プロセッサへデータを提供する。マニュアル入力
の場合、データ入力デバイスは、例えば、キーボードおよびマウスのみならず、タッチ・
スクリーン、あるいはマイクロホンおよび音声認識アプリケーションでもありうる。
【００４５】
　データ出力デバイスは、一般に、ユーザまたは他の電子デバイスによって使用されるデ
ータをプロセッサから提供する。ユーザへ出力するために、データ出力デバイスは、プロ
セッサ３３からのディスプレイ信号を受信すると、１または複数の表示画像を生成するデ
ィスプレイであるが、例えば、スピーカまたはプリンタでもありうる。表示画像の例は例
えば、テキスト、グラフィック、ビデオ、写真、イメージ、グラフ、チャート、フォーム
等を含んでいる。
【００４６】
　メモリ・デバイス３６は、例えば、コンピュータ・メモリ・デバイスあるいはその他の
有形的またはコンピュータ読取可能媒体のような任意のタイプのデータ記憶装置を表わす
。メモリ・デバイス３６は、移動局２３の特定の実装に依存して、１または複数の位置に
配置され１または複数の技術として実現される１または複数のメモリ・デバイスを表わす
。更に、メモリ・デバイス３６は、プロセッサによる読取が可能であり、処理（例えば、
方法３９）を具体化する一連の命令群および／またはデータを格納することができる任意
のデバイスでありうる。メモリ・デバイス３６の例は、限定される訳ではないが、ＲＡＭ
、ＲＯＭ、ＥＰＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、ＰＲＯＭ、（ハードまたはフロッピ（登録商標）
）ディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ、フラッシュ・メモリ等を含む。
【００４７】
　プロセッサ３３は、移動局２３の動作を制御する。プロセッサ内のその他のモバイル機
能３８は、本明細書でまだ記載されていない移動局２３の任意のまたはその他全ての機能
を表わす。そのようなその他のモバイル機能３８は、例えば、移動局２３が電話呼出をし
たり、データを通信することを可能にするために移動局２３を操作することを含む。
【００４８】
　プロセッサ３３は、位置決めデータ４３を提供するように適応されたプロセッサ３３に
対するインタフェースである少なくとも１つのプロセッサ・ポート３７を有する。例えば
、プロセッサ・ポート３７は、プロセッサ３３上の１または複数の専用ポートまたは多重
ポートを表すか、セルラ・トランシーバ３２を経由した通信を表わす。
【００４９】
　位置決めデータ４３は、任意のタイプのプロトコルを使用して、プロセッサ・ポート３
７経由で通信されうる。例えば、プロトコルは、米国をベースとする全米船舶用電子機器
協会（ＮＭＥＡ：National Marine Electronics Association）によって規定されたＮＭ
ＥＡ　０１８３プロトコルあるいは提案されたＮＭＥＡ　２０００プロトコルでありうる
。ＮＭＥＡは、例えばＧＰＳ受信機２４のようなＧＰＳ受信機である海洋電子機器間の通
信のための電子およびデータの統合仕様である。ＮＭＥＡプロトコルは、船舶機器および
ほとんどのＧＰＳ受信機が互いに通信することができる手段である。
【００５０】
　ＮＭＥＡ　０１８３プロトコルは、簡単な情報交換用米国標準コード（ＡＳＣＩＩ：Am
erican Standard Code for Information Interchange）、シリアル通信プロトコルを用い
る。これは、データが１人の「話し手」から１または複数の「聞き手」へと「文」として
どのように送信されるかを定義する。この規格はまた、全ての聞き手がメッセージを正確
に解析できるように、各文（メッセージ）のタイプのコンテンツを定義する。各メッセー
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ジ開始キャラクタはドル記号である。次の５つのキャラクタは、メッセージのタイプを特
定する。それに続く全てのデータ・フィールドは、カンマで区切られる。最後のデータ・
フィールド・キャラクタの直後の最初のキャラクタは、アスタリスクである。２桁のチェ
ックサムが、このアスタリスクの直後に続く。
【００５１】
　ポータブル電源３５は、移動局２３の電子要素のためのポータブル電気エネルギーを蓄
えており、これらへ供給する。ポータブル電源３５の例は、限定される訳ではないが、バ
ッテリおよび燃料電池を含む。ポータブル電源３５は、再充電可能でも、そうでなくても
良い。ポータブル電源３５は一般に、限定された量の電気エネルギーしか蓄えておらず、
移動局が動作を続けることができるように、ある量の使用後、交換または更新を要する。
【００５２】
　デバイス２５は、位置決め機能２６、プロセッサ４０、およびユーザ・インタフェース
４１を含んでいる。このデバイスはまた、移動局２３におけるものと類似しているポータ
ブル電源およびメモリ・デバイス（ともに図示せず）を含むことができる。ユーザ・イン
タフェース４１も、移動局２３に記述されたものと類似することができる。
【００５３】
　デバイス２５では、プロセッサ４０は、位置決め機能２６との間、およびユーザ・イン
タフェース４１との間でデータを通信する。位置決め機能２６は、例えば、移動局２３に
よって決定および／または提供された位置決めデータ４３のような位置決めデータに応答
して動作する任意のタイプの機能を表わす。
【００５４】
　位置決め機能２６の例は、陸、海および空における無数の様々な応用を含んでいる。科
学技術関係者は、その正確な時間測定機能および位置情報のためにＧＰＳを使用する。測
量士は、ＧＰＳを彼らの作業の増加分に用いる。ＧＰＳのリクレーション的な用途は、利
用可能なリクレーション的スポーツの数とほとんど同じほど変わる。ＧＰＳは、幾つか名
前を挙げると、ハイカー、ハンター、マウンテン・バイカー、クロスカントリ・スキーヤ
の間で普及している。自分がどこにいるのかを追跡したり、特定の場所への道を見つけた
り、自分がどの方向におよびどれくらいの速度で移動しているのかを知る必要がある人な
ら誰でも、ＧＰＳの恩恵を利用することができる。ＧＰＳは、今や、自動車においても同
様に普及している。幾つかの基本システムは適所にあり、ボタンを押すことによって（例
えば、その人の現在位置をディスパッチ・センタへ送信することによって）緊急ロードサ
イド支援を行う。より精巧なシステムは更に、車両の街路図上の位置を示す。現在、これ
らのシステムは、運転手がどこにいるのか追跡できるようにし、また、指定された位置に
到着するために通るべき最良の経路を提案する。
【００５５】
　デバイス２５は、固定式（つまり、据置式）および／またはモバイル（つまり、ポータ
ブル）でありうる。デバイス２５は、限定される訳ではないが、パーソナル・コンピュー
タ（ＰＣ）、デスクトップ・コンピュータ、ラップトップ・コンピュータ、ワークステー
ション、ミニコンピュータ、メインフレーム、スーパ・コンピュータ、ネットワーク・ベ
ース・デバイス、データ・プロセッサ、携帯情報端末（ＰＤＡ）、スマート・カード、セ
ルラ電話、ページャ、および腕時計のうちの１または複数を含む様々な形態で実現されう
る。
【００５６】
　本発明の１つの実施形態では、デバイス２５が移動局２３に電気的に接続されている場
合、あるいはデバイス２４が移動局２３から電気的に切断されている場合、デバイス２５
は、移動局２３の外部に配置され、移動局２３から離れている。これは、デバイス２５が
、移動局２３と同じサイズであるかまたはそれよりも大きい場合（例えば、ラップトップ
・コンピュータ）、または、移動局が、より統合された機械的構成を許さない場合にあり
うる。この実施形態では、デバイス２５は、電気的接続の前後の移動局２３に対するデバ
イス２５の物理的関係に関して、移動局２３に対して「外部」（すなわち、外側、独立、
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別個等）にあると称される。
【００５７】
　本発明の別の実施形態では、デバイス２５は、移動局２３の内部に配置され、移動局２
３と電気的に接続されている場合、移動局２３と統合される。デバイス２５が移動局２３
から電気的に切断されている場合、デバイス２５は、移動局２３の外部に配置され、移動
局２３と離れている。これは、デバイス２５が移動局２３よりも小さい場合（例えば、ス
マート・カード）、または移動局２３が、より統合された機械的構成を許す場合でありう
る。この実施形態では、デバイス２５はまた、電気的接続前の移動局２３に対するデバイ
ス２５の物理的関係に関して、移動局２３に対して「外部」（すなわち、外側、独立、別
個等）にあると称される。
【００５８】
　本発明の１つの実施形態では、移動局２３は、デバイス２５に電気的に接続され、かつ
、通信リンク４２（あるいはネットワーク、バス、パス、コネクション、チャネル等と称
される）によってデバイス２５から電気的に切断されるように適応される。
【００５９】
　電気的な接続を提供する通信リンク４２は、例えば有線または無線のような任意の技術
を使用することができる。有線通信リンク４２の例は、例えばプロセッサ・ポート３７の
ような通信ポート（例えば、ＵＳＢポート、ＩＥＥＥー１３９４バス接続用ポート）を含
む。無線通信リンク４２の例は、無線周波数、赤外線周波数、超音波周波数、およびマイ
クロ波周波数を含んでいる。無線周波数を使用する無線通信リンク４２の具体例は、Ｂｌ
ｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）として知られている。
【００６０】
　電気的な接続を提供する通信リンク４２は、任意のプロトコルあるいはデータ形式を使
用することができる。プロトコルまたはデータ形式の例は、限定される訳ではないが、上
述したＮＭＥＡ、インターネット・プロトコル（ＩＰ）、伝送制御プロトコル・インター
ネット・プロトコル（ＴＣＰＩＰ）、ハイパ・テキスト伝送プロトコル（ＨＴＴＰ）、Ｒ
Ｓ２３２プロトコル、イーサネット（登録商標）プロトコル、メディカル・インタフェー
ス・バス（ＭＩＢ）互換プロトコル、ローカル・エリア・ネットワーク（ＬＡＮ）プロト
コル、広域ネットワーク（ＷＡＮ）プロトコル、キャンパス・エリア・ネットワーク（Ｃ
ＡＮ）プロトコル、メトロポリタン・エリア・ネットワーク（ＭＡＮ）プロトコル、ホー
ム・エリア・ネットワーク（ＨＡＮ）プロトコル、電気電子学会（ＩＥＥＥ）バス互換プ
ロトコル、デジタルおよびイメージング通信（ＤＩＣＯＭ）プロトコル、およびヘルス・
レベル・セブン（ＨＬ７）プロトコルのうちの１または複数を含む。
【００６１】
　本発明の１つの実施形態では、デバイス２５内のプロセッサ４０が、位置決めデータ４
３を位置決め機能２６のために使用できるように、移動局２３は、移動局２３のプロセッ
サ・ポート３７を経由してデバイス２５に位置決めデータ４３を送信する。
【００６２】
　図３は、図２に示すような移動局２３によって適用される方法３９を例示する。方法３
９は、シーケンス、動作、機能等とも称されるステップについて記述する。ステップ５０
において方法３９が始まる。ステップ５１において、方法３９は、デバイス２５に電気的
に接続されているか、または、デバイス２５から電気的に切断されているように適応され
た移動局２３をモニタする。本発明の１つの実施形態では、この方法は、移動局２３とデ
バイス２５との間の電気的接続のためのプロセッサ・ポート３７をモニタする。ステップ
５１におけるモニタリングは、プロセッサ３７またはその他において、様々な方法で行う
ことができる。ステップ５２において、方法３９は、ステップ５１における移動局２３の
モニタリングに応答して、移動局がデバイス２５に電気的に接続されているか、デバイス
２５から電気的に切断されているかを判定する。ステップ５３では、方法３９は、デバイ
ス２５内の位置決め機能２６用の予備的位置決めデータを生成する。予備的位置決めデー
タは、シード・データとも呼ばれ、位置決めデータ４３がデバイス２５へ送られる前の位
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置決めデータ４３の先行準備（advanced preparation）（例えば、フォームおよび／また
はコンテンツ）である。位置決めデータ４３のそのような先行準備によって、移動局２３
は、必要な場合または要求された場合に、位置決めデータ４３を、デバイス２５へより迅
速に提供することが可能となる。
【００６３】
　ステップ５４において、方法３９は、移動局２３がデバイス２５に電気的に接続されて
いると判定されると、デバイス２５内の位置決め機能２６の動作をモニタする。本発明の
１つの実施形態では、方法は、デバイス２５内の位置決め機能２６によって生成された電
気的動作に関し、プロセッサ・ポート３７をモニタする。例えば、方法３９は、デバイス
２５内の位置決め機能２６が開き（すなわち、アクティブになり）、移動局２３からの位
置決めデータ４３の受信を開始する時、および、位置決め機能２６が閉じ（すなわち、イ
ンアクティブになり）、移動局２３からの位置決めデータ４３の受信を停止する時をそれ
ぞれ検出する。ステップ５４のモニタリングは、プロセッサ・ポート３７またはそれ以外
において、様々な方法で実行することができる。ステップ５５において、方法３９は、移
動局２３がステップ５４においてデバイスに電気的に接続されていると判定されると、デ
バイス２５内の位置決め機能２６がアクティブであるかを判定する。ステップ５６におい
て、方法３９は、ステップ５２において、移動局２３がデバイス２５に電気的に接続され
ていると判定され、かつ、ステップ５５において、デバイス２５の位置決め機能２６がア
クティブであると判定されると、デバイス２５の位置決め機能２６のための位置決めデー
タ４３を生成する（すなわち、位置決め固定値を追跡する）。方法３９は、例えば連続的
に、定期的に、所望する場合、または必要とされる場合のように、任意の頻度で位置決め
データ４３を生成する。方法３９は、移動局２３による判定に応じて、および／またはデ
バイス２５による判定に応じて、位置決めデータ４３を生成することができる。例えば、
移動局２３の位置が変化した場合、または位置決め機能２６が位置決めデータ４３を要求
、使用、受信、または必要とする場合、移動局２３は位置決めデータ４３を生成する。ス
テップ５７では、方法３９は、ステップ５２において移動局２３がデバイス２５から電気
的に切断されていると判定されるか、または、ステップ５５においてデバイス２５内の位
置決め機能２６がアクティブではないと判定されると、デバイス２５内の位置決め機能２
６のための位置決めデータを生成しない。ステップ５８において、方法３９は、もしも要
求されたり、所望する場合には、移動局２３によるその他の機能３８を実行する。方法３
９の例における動作シーケンスは、具体的なシーケンスで例示されているが、方法３９は
、例示した例に限定されるべきではない。本発明のより広い精神およびスコープから逸脱
することなく、様々な別の動作シーケンスや、動作シーケンス自体の変形例も使用するこ
とができることが認識されるだろう。移動局２３によって適用される方法および装置は、
移動局２３に電気的に接続されたり、移動局２３から電気的に切断されて適用される外部
デバイス２５における位置決め機能２６のための位置決めデータ４３の生成を自動的に開
始および／または停止する。この方法および装置は、デバイス２５が、デバイス内にＧＰ
Ｓ受信機やその他の位置決めデバイスを有することなく位置決め機能２６を実行すること
を可能にする。これは、デバイス２５の複雑さ、サイズ、およびコストを低減する。この
方法および装置によって更に、デバイス２５によって要求されたり、制御されることなく
位置決めデータ４３を生成することが可能となる。言い換えれば、移動局２３とデバイス
２５との間の双方向通信は、必ずしも必要ではない。なぜなら、移動局２３は、電気的な
接続および通信動作を検出する検出機能を持っているからである。この移動局の検出機能
は、移動局２３とデバイス２５の動作を単純にする。１つの観点では、この方法および装
置は、デバイス２５が移動局２３へ「プラグ」されると位置決め機能２６が「プレイ」さ
れる（すなわち、動作され、使用され、ポート３７をオープンまたはクローズする等）と
いう点において、「プラグ・アンド・プレイ」動作を提供する。移動局２３がデバイス２
５による「プラグ・アンド・プレイ」を検出した後、移動局２３は位置決めデータ４３を
生成する。この方法および装置によって更に、移動局２３は、例えば、ポータブル電源３
５の不必要な消耗のようなリソースの浪費なく、従来式のスタンド・アローン型ＧＰＳ受
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信機の機能を実行することが可能となる。例えば、この方法および装置を用いると、デバ
イス２５内の位置決め機能２６が位置決めデータ４３を必要としていなければ、移動局２
３がオンされ位置決めデータ４３を生成する必要はない。従って、この方法および装置は
、他のモバイル機能３８（例えば、電話呼出またはデータ交換）または他のモバイル機能
３８の拡張用途（例えば、より長い通話時間または待機時間）に関し、移動局２３におけ
るリソースを節約する。例えばシステム１０、移動局２３、デバイス２５、および方法３
９のように、本明細書に含まれるシステム、要素、および／またはプロセスは、ハードウ
ェア、ソフトウェア、またはこれらの組み合わせで実現され、１または複数のプロセッサ
を含むことができる。プロセッサは、タスクを実行するための機械読取可能な命令群のセ
ットおよび／またはデバイスである。プロセッサは、限定される訳ではないが、コンピュ
ータ、マイクロプロセッサ、コントローラ、特定用途向けＩＣ（ＡＳＩＣ）、有限状態機
械、デジタルシグナルプロセッサ（ＤＳＰ）、あるいはその他幾つかのメカニズムを含む
処理を具体化する一連の命令群を実行することが可能な任意のデバイスでありうる。この
プロセッサは、ハードウェア、ファームウェア、及び／又はソフトウェアからなる任意の
組み合わせを含む。プロセッサは、実行可能なアプリケーション、手順、または情報デバ
イスによる使用に関して、格納および／または受信された情報を計算、操作、分析、修正
、変換、または送信することによって、および／または、この情報を出力デバイスへ送る
ことによって、この情報について作用する。
【００６４】
　実行可能なアプリケーションは、例えばユーザ命令または入力に応答する、例えばオペ
レーティング・システム、ソフトウェア・アプリケーション・プログラム、または損他の
情報処理システムを含む予め定めた機能を実現する機械コードまたは機械読取可能命令を
備える。
【００６５】
　実行可能手順は、コードのセグメント（すなわち、機械読取可能命令）、サブルーチン
、またはその他の異なるコードのセクション、あるいは１または複数の特定の処理を実行
する実行可能アプリーションの一部であり、受け取った入力パラメータに関する（または
、受け取った入力パラメータに応答して）動作を実行することと、結果として得られる出
力パラメータを提供することとを含む。
【００６６】
　幾つかの実施形態では、本発明を実現するために、ハードワイヤ回路が、ソフトウェア
命令群とともに組み合わされて使用されうる。従って、これら技術は、ハードウェア回路
とソフトウェアとのどのような具体的な組み合わせにも、データ処理システムによって実
行される命令のためのどのような特定のソースにも限定されない。更に、本説明の全体に
わたって、様々な機能および動作が、記載を簡略化するために、ソフトウェア・コードに
よって実行または開始されるものとして記載された。しかしながら、当業者であれば、そ
のような表現によって意味されるものが、例えば、プロセッサ３３のようなプロセッサに
よるコードの実行から得られる機能であることを認識するであろう。
【００６７】
　本発明の局面は、少なくとも部分的にソフトウェアで具体化されうることが本記述から
明らかになるであろう。すなわち、本技術は、機械読取可能媒体に含まれる命令群のシー
ケンスを実行するプロセッサに応答して、コンピュータ・システムまたはその他のデータ
処理システムにおいて実行されうる。
【００６８】
　機械可読媒体は、機械（例えばコンピュータ、ネットワーク・デバイス、携帯情報端末
、コンピュータ、データ・プロセッサ、製造ツール、１または複数のプロセッサを備えた
任意のデバイス等）によってアクセス可能な形態で情報を提供（すなわち、格納および／
または送信）する任意のメカニズムを含む。機械読取可能媒体（例えば、メモリ・デバイ
ス３６）は、（例えば、方法３９のための）ソフトウェア）、および、データ処理システ
ム（例えばプロセッサ３３）によって実行された場合にシステムに対して本発明の様々な
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方法を実行させるデータを格納するために使用することができる。この実行可能なソフト
ウェア及び／又はデータの一部は、様々な場所に格納することができる。例えば、機械読
取可能媒体は、電子、光学、音響、またはその他の形式の伝搬信号（例えば、搬送波、赤
外線信号、デジタル信号等）のみならず、認識可能／非記録可能媒体（読取専用メモリ（
ＲＯＭ）、ランダム・アクセス・メモリ（ＲＡＭ）、磁気ディスク記憶媒体、光学記憶媒
体、フラッシュ・メモリ・デバイス、不揮発性メモリ、キャッシュ、遠隔記憶デバイス等
）を含む。明細書では、本発明が、その具体的な典型的実施形態に関して記述された。特
許請求の範囲で述べられた本発明のより広い精神およびスコープから逸脱することなく、
様々な変形例もまたなされうることが明らかになるであろう。従って、明細書および図面
は、限定的な意味ではなく、例示的な意味で見られるべきである。
【図面の簡単な説明】
【００６９】
【図１】図１は、本発明の１つの実施形態に従った、移動局とデバイスとを含む通信シス
テムのブロック図表示を示す。
【図２】図２は、図１に示すような本発明の１つの実施形態に従った移動局とデバイスと
を示すより詳細なブロック図を示す。
【図３】図３は、図２に示すような本発明の１つの実施形態に従った移動局によって適用
される方法を例示する。

【図１】 【図２】
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